
大東市保育士等就職支援補助金交付要綱 

 

令 和 ７ 年 ８ 月 ２ ２ 日 

要 綱 第 ７ ３ 号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、大東市補助金等の交付等に関する条例（平成３１年条例第３号）及

び大東市補助金等の交付等に関する条例施行規則（平成３１年規則第６号）に定めるも

ののほか、待機児童の解消及び保育の質の向上を図るため、新たに雇用された保育士、

幼稚園教諭又は看護師（以下「保育士等」という。）に対し、大東市保育士等就職支援補

助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めることを目

的とする。 

 （補助対象施設） 

第２条 補助金の交付の対象となる施設（以下「補助対象施設」という。）は、次に掲げる

施設のうち、本市内に所在する民間の施設であって、市長が適当と認めるものとする。 

 (1) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する保育所（就学

前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法

律第７７号。次号及び第３号において「認定こども園法」という。）第３条第１項の認

定を受けたものを除く。） 

 (2) 認定こども園法第２条第６項に規定する認定こども園 

 (3) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園（認定こども園法

第３条第１項又は第３項の認定を受けたものを除く。） 

 (4) 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７条第５項に規定する地域型

保育事業（児童福祉法第６条の３第１１項に規定する居宅訪問型保育事業を除く。）を

行う事業所 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げる要件

を全て満たす保育士等とする。 

(1) 令和７年４月１日から令和９年３月３１日までに補助対象施設を経営する法人（以

下「補助対象施設経営法人」という。）に新たに雇用され、かつ、補助金の交付を受け



ようとする年度の３月３１日まで補助対象施設経営法人が経営する補助対象施設に継

続して在籍していること。 

(2) 補助金の交付を受けようとする年度において、補助対象施設において保育士等とし

て１か月当たり１２０時間以上保育、教育又は看護若しくはこれらに付随する業務（以

下「保育等」という。）に直接従事した期間があり、かつ、補助金の交付が終了した後

も引き続き当該補助対象施設において保育等に直接従事する意思があること。 

(3) 過去に他の補助対象施設経営法人に雇用された保育士等として補助金を交付された

ことがないこと。 

(4) 補助対象施設の施設管理者でないこと。 

（補助対象期間） 

第４条 補助金の交付の対象となる期間（以下「補助対象期間」という。）は、令和７年４

月から令和１１年３月までの期間のうち、補助対象者が補助対象施設経営法人に雇用さ

れた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から起

算して３６か月を上限とする。この場合において、次に掲げる月については、補助対象

期間から除くものとする。 

(1) 補助対象者が次に掲げる事由により連続して３０日以上休業した場合にあっては、

休業した日の属する月 

ア 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６５条第１項の規定による産前の休業

及び同条第２項の規定による産後の休業 

イ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成

３年法律第７６号）第２条第１号に規定する育児休業及び同条第２号に規定する介

護休業 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、疾病、負傷その他やむを得ない事由 

(2) 補助対象施設において保育士等として１か月当たり１２０時間以上保育等に直接従

事することとする労働条件が補助対象者に適用されていない月 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象期間の月数に２０，０００円を乗じて得た額とし、予算

の範囲内で交付するものとする。 

（交付申込み及び請求） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、市長が指定する期日までに交付申込書兼請



求書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に申し込まなければならない。 

 (1) 保育士等の資格を有することを証する書類の写し 

 (2) 振込先の金融機関名、支店名、口座番号等を確認することができる書類（申込者本

人に係るものに限る。） 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、前項の規定による申込みをするに当たり、補助

対象施設経営法人に対し、勤務証明書（様式第２号）を市長に提出することを求めなけ

ればならない。 

３ 補助対象施設経営法人は、前項の規定による求めがあったときは、勤務証明書を市長

に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申込み及び同条第３項の規定による勤務証明書

の提出があったときは、その内容を審査の上、補助金の交付の可否を決定し、その旨を

交付決定通知書（様式第３号）により、当該申込みをした者に通知するとともに、補助

金の交付について適当と認めたときは、速やかに補助金を交付するものとする。 

（補助金の返還） 

第８条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

 (1) 偽りその他不正な手段により、補助金の交付の決定を受けたと認められるとき。 

 (2) 第３条に規定する補助対象者の要件を満たさないことが判明したとき。 

 (3) この要綱の規定に違反したとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めるとき。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

  



様式第１号（第６条関係） 

 

交付申込書兼請求書 

 

   年  月  日   

 

（宛先）大東市長 

 

 大東市保育士等就職支援補助金について、大東市補助金等の交付等に関する条例第７条

及び大東市保育士等就職支援補助金交付要綱第６条第１項の規定により、次のとおり申し

込みます。また、補助金の交付の決定を受けた場合は、同条例第１２条第１項の規定によ

り、当該補助金について請求します。 

 

申込者兼 

請求者 

氏名  電話番号 (     ) 

住所  

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

交付請求額 円  

勤務施設名  

所有する資格 □保育士    □幼稚園教諭   □看護師 

振込先口座 

※申込者兼請求者

本人の口座に限り

ます。 

金融機関名 支店名 種別 口座番号 

  普通・当座  

口座名義 
ﾌﾘｶﾞﾅ                         

誓約事項 

この申込みに関して、次に掲げる事項について誓約します。 

１ 過去に別の補助対象施設を経営する法人に雇用された際に、補助金の交付

を受けたことはありません。 

２ 大東市保育士等就職支援補助金交付要綱及び募集案内を確認しました。 

３ 補助金の交付決定に必要な範囲内において、市が上記の勤務施設へ私の勤

務状況等を調査することに同意します。 

４ 補助金の交付が終了した後も、引き続き現在雇用されている法人の経営す

る補助対象施設において保育等に従事する意思があります。 

 

申込者兼請求者氏名（自署）                  

添付書類 

□ 保育士等の資格を有することを証する書類の写し 

□ 振込先口座の金融機関名、支店名、支店番号、口座番号及び口座名義人が

確認できる書類 



様式第２号（第６条関係） 

勤務証明書 

   年  月  日   

 （宛先）大東市長 

 

所在地              

名称               

代表者氏名            

 

 当法人の従業員より、大東市保育士等就職支援補助金の申込みに係る  年度における

勤務状況の証明の依頼がありましたので、次のとおり証明します。 

 

従業員氏名 
ふりがな                               

勤務施設名  

年度内の勤務期間  

上記期間における 

補助対象期間に 

算入しない月の 

根拠となる期間 

□ 連続３０日以上休業した場合の休業した日 

□ 産前産後休業 

（   年  月  日～   年  月  日） 

□ 育児休業 

（   年  月  日～   年  月  日） 

□ 介護休業 

（   年  月  日～   年  月  日） 

□ 疾病、負傷その他やむを得ない事由による休業等 

（事由：                  ） 

（   年  月  日～   年  月  日） 

□ 補助対象施設にて保育士等として１か月当たり１２０時間以

上保育等に直接従事することとする労働条件が補助対象者に適

用されていない月 

（   年  月～   年  月） 

備考  



様式第３号（第７条関係） 

 

交付決定通知書 

 

 第     号   

   年  月  日   

 

     様 

大東市長           

 

   年  月  日付けで申込みのあった大東市保育士等就職支援補助金の交付につい

て、大東市補助金等の交付等に関する条例及び大東市保育士等就職支援補助金交付要綱第

７条の規定により、下記のとおり決定したので、通知します。 

 

記 

 

１ 決定の内容     ・交付する 

            ・交付しない 理由 

 

 

 

 

２ 交付決定額     金           円 


